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表１．自治体・自治体と連携している公益財団法人へのインタビュー（概要） 

 

・福島県 

 

 

 

 

 

 

 

・長野県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・愛知県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・あいち健康の森健康科学総合センター 
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Ｄ．考 察 

 本年度の調査により、糖尿病分野の７つの

指標のうち「治療継続者の増加」を目標に入

れている都道府県は比較的少なく、導入が進

まない背景には、地域の実態を反映できるデ

ータソースの不足があることが示唆された。

「治療継続者の割合」について国は国民健康・

栄養調査からデータを出しているが、現状の

国のデータでは都道府県別の治療継続者の割

合を把握できず、各都道府県が独自で調査を

行う必要があることが影響していると示唆さ

れ、国民健康・栄養調査と各都道府県独自の

調査の比較可能性にも課題があることが考え

られた。また、多くの都道府県で「指標とし

て掲載あり」と示されている指標においても、

指標が糖尿病分野の指標として掲載されてい

ないケースや、そもそも健康増進計画内に糖

尿病分野という枠組みを設定していないケー

スもあり、同じ「掲載あり」でもパターンが

異なる場合があるため留意が必要である。 

 ロジックモデルの活用については、計画策

定に関わる担当者の間でその存在は認識され

ているものの、活用の深度や導入の必要性に

ついての捉え方は自治体ごとに様々であった。

本来、ロジックモデルは問題を俯瞰して可視

化するだけでなく、施策の客観的な評価を可

能にするとともに、関係者の共通認識を形成

するためのツールでもある。庁内の他部署や

医療機関、保険者協議会等と連携して計画を

遂行・評価する上でその活用は有用と考えら

れ、単なる「図解」に留めず施策を評価する

ためのツールおよび合意形成の基盤として位

置づけることが、今後の導入促進において重

要となる。国や研究班においては、各自治体

のリソース状況によってモデルのまとめ方が

異なる実態を踏まえ、好事例の横展開や複数

のプロトタイプを提示することで、各自治体

がより円滑に取り入れられるよう支援してい

く必要がある。併せて、ロジックモデルをよ

り具体的・実践的なものへと改善し、予算獲

得の根拠や多部署連携の促進といった行政的

なメリットを明確に提示していくことも、よ

り実効性の高い計画策定に寄与すると考える。 

 

Ｅ．結 論 

 本年度の都道府県健康増進計画の比較・分

析および自治体へのヒアリングの結果、糖尿

病分野において「治療継続者の増加」を目標

に掲げる都道府県が約半数にとどまる要因と

して、都道府県別の治療継続者の割合を把握

可能な国のデータソースが現状存在しないこ

とが示唆された。また、ロジックモデルを活

用している都道府県も３分の１以下であり、

ロジックモデルの存在自体は認識されている

ものの、活用による具体的なメリットや必要

性についての理解が十分に浸透していない可

能性が考えられた。 

 以上から、今後健康日本 21（第三次）の目

標として掲げる項目については、各都道府県

がデータソースとして利用可能なデータを国

が提示する必要がある。また、国が提示する

ロジックモデルをより詳細かつ実践的な内容

に改訂することや、好事例の横展開や複数の

プロトタイプを提示し、自治体の計画におい

てロジックモデルを作成・掲載することによ

るメリットを明確に示していくことが、ロジ

ックモデルのさらなる活用と実効性の高い計

画策定につながるものと考えられる。 

 

Ｆ．健康危険情報 
  なし 
 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

1) Yamamoto K, Ihana-Sugiyama N, 
Sugiyama T, Yamaoka T, Wakui-
Kimura A, Imai K, Kuroda N, Ohsugi M, 
Ueki K, Yamauchi T, Tamiya N. 
Recognition of ophthalmology consul-
tation and fundus examination among 
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individuals with diabetes in Japan: A 
cross-sectional study using claims-
questionnaire linked data. Diabetes 
Obes Metab, 2025 Apr;27(4):1762-1772.  

 
２．学会発表 

  なし 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 
  なし 
２．実⽤新案登録 
  なし 
３．その他 
  なし
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
栄養・食生活対策の推進及び進捗評価に関する研究 

 
研究分担者 村山 伸子 新潟県立大学人間生活学部・教授 

 
研究要旨 

 研究目的は、（1）健康日本 21（第三次）の進捗管理に関する研究として、これまで作成した栄養・

食生活対策のロジックモデルのアウトプット指標や中間アウトカム指標について精査・見直しを行

うこと、（2）効果的な健康づくり施策に関する研究として、国内の優良事例から、実現可能なアク

ションプランを収集すること。方法は、スマート・ライフ・プロジェクト第１回（2012 年）から 13

回（2024 年）までに、自治体部門で受賞した自治体の内、栄養・食生活の取組で受賞した自治体 16

自治体を抽出した。健康増進計画と取組について公表されている資料から検討し、子どもの肥満の

減少、食塩摂取量の減少、野菜摂取量の増加、主食・主菜・副菜の摂取増加を目標として取組を実

施している４自治体と、研究者が関与している１自治体（倉敷市：野菜摂取量の増加）の計５自治

体について、詳細な資料分析とインタビューを実施した。その結果、アウトプット指標はいずれの

自治体でも適切に設定・把握されており実現可能であることが確認された。中間アウトカム指標に

ついては、行動指標は多くの自治体で把握されていたが、知識・態度の指標は少なく、「取組の認知

度」や「取組による行動変容」を指標とすることが有効であると考えられた。アクションプランに

ついては、自治体でも介入のはしごのレベル２（選択の制限）～レベル７（情報提供）の取組が実

施されており実現可能性が確認された。また、ロジックモデルを PDCA に活用している自治体が複

数確認され、その有効性と今後の課題が示された。 

 
研究協力者 
林 芙美 女子栄養大学栄養学部 
 
Ａ．研究目的 

厚生労働省により令和４年度に健康日本 21

（第三次）が策定され、令和６年度より実施さ

れている。本研究は、健康日本 21（第三次）の

推進と進捗評価に関して学術的観点からサポ

ートすることを目的として、(1)健康日本 21（第

三次）の進捗管理に関する研究、(2)効果的な健

康づくり施策に関する研究を行う。 

令和７年度は次の２つを目的とした。（1）健

康日本 21（第三次）の進捗管理に関する研究と

して、これまで作成した栄養・食生活対策のロ

ジックモデルのうち、アウトプット指標や中間

アウトカム指標について精査・見直しを行うこ

と。（2）効果的な健康づくり施策に関する研究

として、国内の優良事例から、実現可能なアク

ションプランを収集すること。これまで作成し

てきた栄養・食生活分野のロジックモデルとア

クションプランは、国内外の先行研究と理論を

ベースに作成してきた。本研究を通して、現在

の日本の自治体で実現可能なロジックモデル

とアクションプランについて提示し、都道府県

や市町村が PDCA サイクルに活かす際の課題を

整理する。 

 
Ｂ．研究方法 
目的の（1）（2）に共通して、国内の事例収集

を行い、検討した。 

１）事例を収集する自治体の範囲 

 スマート・ライフ・プロジェクト第１回（2012
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年）から 13 回（2024 年）までに、自治体部門

で受賞した取組の内、栄養・食生活の 16 の取組

を抽出した（表１）。 

 

２）事例を収集する自治体の選定 

16 の取組を実施した自治体の健康増進計画

の目標と取組について公表されている資料を

検討し、次の基準で事例を抽出した。 

・ 健康日本 21（第三次）の栄養・食生活の目標

を使用している 

・アウトプット指標、中間アウトカム指標が設

定されている 

・できるだけ介入のはしごの環境整備以上のア

クションを含む 

・最終アウトカムを設定して評価している

（PDCAを回している） 

 

その結果、子どもの肥満の減少、食塩摂取量

の減少、野菜摂取量の増加、主食・主菜・副菜

の摂取増加を目標として取組を実施している

４自治体を選定した。これらに、研究者が関与

している自治体１つ（倉敷市：野菜摂取量の増

加）を加えた。

表１ 収集事例のリスト（スマート・ライフ・プロジェクトの自治体部門で受賞した内、栄養・食生活の 

   目標に関するもの） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受賞回 ⾃治体名 テーマ ⽬標

1 2 呉市 「呉市糖尿病性腎症等重症化予防事業/はじめよう︕減塩⽣活」 減塩

2 4 ⻘森県 「だし活」で減塩推進︕減塩の普及啓発を⽬的とした、⻘森⽣まれのだし商品
「できるだし」の商品開発と販促活動 減塩

3 4 新潟県 健康寿命の延伸に向けて取り組む県⺠運動「にいがた減塩ルネサンス運動」 減塩

4 5 京丹波町 ⽬に⾒える化を取り⼊れた学童期の減塩の⾷育実践 減塩

5 6 ⾜⽴区 住んでいるだけで⾃ずと健康に︕「あだちベジタベライフ〜そうだ、野菜を⾷べよう
〜」 野菜

6 7 ⽜久市 ⽣涯かっぱつ︕⼩学⽣チャレンジ︕『朝ごはんに野菜のおかずを30⽇間たべよう』 野菜

7 8 下呂市 まちぐるみで取組む⾷環境整備により健康寿命の延伸を⽬指す　　下呂・減塩・
元気・⼤作戦 減塩

8 8 ⻘森市 ⼦どもの⾷と健康応援５か年プロジェクト　こども⾷育レッスン１・２・３♪ こどもの肥満

9 9 京丹波町 尿中塩分測定検査を活⽤した慢性腎臓病対策における５年間の保健活動評
価について 減塩

10 9 時津町 地元の酒店・菓⼦店や飲⾷店との協働で推進する⾼⾎圧対策（減塩への取
組） 減塩

11 10 砺波市 よごし・レンチン・でかいと野菜〜となベジプロジェクト〜 野菜

12 10 三条市 ⾷を通じた⽣活習慣病予防事業 減塩

13 10 南⾵原町 沖縄南⾵原町と丸⼤スーパーの連携による⾷環境整備〜SM認証弁当の普及活
動を通じて〜 主⾷・主菜・副菜

14 11 南阿蘇村 地元企業と連携した 「まるっと減塩」 活動による⾼⾎圧対策の推進 減塩

15 12 横浜市 誰もが⾃然に健康になれる⾷環境づくりに向けた取組（ハマの元気ごはん弁当の
販売） 主⾷・主菜・副菜

16 13 ⾶騨市 今⽇も「まめなかな︕」 減塩⾷品・料理の普及活動による⾷環境整備2019-
2024〜地元企業での減塩中華そば開発と導⼊に⾄るまで〜 減塩
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３）事例調査 

研究分担者と研究協力者が、ロジックモデル、

アウトプット指標、アウトカム指標、取組、評

価方法（PDCA）等について、資料収集、および、

各自治体の栄養・食生活分野の担当者にＥメー

ルでのやりとり、オンラインを使用したインタ

ビュー等を実施した。 

４）現場で実現可能なロジックモデル、アウト

プット、アウトカム指標の検討 

ロジックモデルは、各自治体で様式が異なる

ことから、本研究班で使用している形式に沿っ

て研究者が作成し直した。指標については、収

集した事例の指標を集約して一覧表を作成し

た。 

Ｃ．研究結果 

１）調査・インタビューを実施した自治体 

 調査を実施した自治体（表２）は、青森市（子

どもの肥満の減少）、三条市（食塩摂取量の減

少）、足立区（野菜摂取量の増加）、倉敷市（野

菜摂取量の増加）、横浜市（主食・主菜・副菜を

そろえた食事の増加）である。アウトプット指

標、中間アウトカム指標の設定は、個別の事業

単位の自治体３箇所、健康増進計画等の計画単

位の自治体２箇所であった。ロジックモデルを

PDCA に活用している自治体は３箇所であった。

 

 

 

 

 

 

 

 

２）ロジックモデル：アウトカム指標、アウト

プット指標、個別施策（アクションプラン） 

目的（1）（2）を合わせて、栄養・食生活の目

標ごとに、ロジックモデルを記載する。 

（１）子どもの肥満の減少 

青森市の事例（図１） 

・アウトカム指標は、分野アウトカムとして肥

満傾向児の割合、中間アウトカムとして、朝食

を毎日食べる子どもの割合、運動やスポーツを

習慣的に行っていない子どもの割合等であっ

た。 

・個別施策（アクション）とアウトプット指標

は、保育所、幼稚園での子どもと保護者への食

育レッスンプログラムを実施し、実施園数、園

児数、保護者数を指標とした。小学校での食育

チャレンジプログラム（授業での食育と運動）

を実施し、実施学校数を指標とした。 

アクションは、教育のアプローチが中心であ

るが、市内の全ての保育所、幼稚園、学校で実

施することは、介入のはしごのレベル５（デフ

ォルトを変える）に該当する。 

（２）食塩摂取量の減少 

三条市の事例（図２） 

・アウトカム指標は、分野アウトカムとして、

尿中ナトリウムからの推定食塩摂取量、Na/K 比

率、中間アウトカムとして、UMAMI SANJOマー

クの認知度と商品の購入頻度、適塩パンフレッ

トを見て減塩行動をした人の割合、減塩行動を

した人の割合である。 

・個別施策（アクション）は、食環境整備、啓

発活動、個別指導で組み立てられている。食環

境整備は、健康に無関心な人をターゲットとし

た中食に減塩と表示しない「こっそり減塩」（介

入のはしごのレベル５）と地産地消推進店にお

ロジックモデルを
PDCAへ活⽤

アウトプット・中間アウトカム
指標の設定⽬標⾃治体名

〇事業単位⾷塩摂取量の減少三条市

〇計画単位野菜摂取量の増加⾜⽴区

今後事業単位野菜摂取量の増加倉敷市

〇計画単位主⾷・主菜・副菜をそろえた⾷事の増加横浜市

今後事業単位⼩児の肥満の減少⻘森市

表２ 調査・インタビューを実施した自治体 
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図２ 三条市 減塩 “⾷を通じた⽣活習慣病予防事業” ロジックモデル

個別施策＆アウトプット 中間アウトカム 分野アウトカム 最終⽬標

尿中ナトリウム等か
ら推定⾷塩摂取量、
Na/K⽐

減塩⾏動をしたか
（ナトリウム表⽰を⾒る等）

⾼⾎圧予防
脳⾎管疾患

予防

資料︓三条市⾷を通じた⽣活習慣病予防事業報告書平成29年度〜令和5年度

UMAMI SANJOマークの
認知度、商品の購⼊頻度

アウトプットインプット取組の
場

協⼒店数、
UMAMI SANJO
マーク商品の種類数、
販売数量、販売⾦額、
1年間に販売された総
菜の⾷塩総量

こっそり減塩作戦（レベル5）
・スーパー、⼩売店で減塩の表⽰
をしないで減塩惣菜の提供︓
UMAMI SANJOマーク表⽰

地産地消推進店における健康な
⾷事の提供（レベル６）

スーパー
⼩売店

適塩パンフレットの配
布数

⽇常的な外出先での啓発
（レベル7）
・協⼒店を利⽤する市⺠へのパン
フレット配布

適塩パンフレットの配
布数

適塩パンフレットを活⽤した啓発
（レベル7）
・市の健診、保健事業参加者にパ
ンフレット配布

健診・
保健指
導

個別指導を⾏った⼈
数、尿中ナトリウム測
定を実施した⼈数

尿中ナトリウムを基にした保健・栄
養指導（レベル7、８）
・市の健診、事業所健診受診者へ
の尿中ナトリウム測定と保健・栄
養指導

適塩パンフレットの認知度、
パンフレットを契機に減塩⾏
動をしたか

アウトプット、アウトカムは、毎年モニタ
リングして、店舗数、商品種類数、販売額
数の増加、保健指導数等にフィードバック

中間アウトカムの把握は、事業
評価のために、2023年度から市
と事業所健診で尿中ナトリウム
測定者にアンケートを実施

啓
発
活
動

個
別
指
導

⾷
環
境
整
備

図１ ⻘森市 ⼦どもの肥満対策“⼦どもの⾷と健康応援５か年プロジェクトこども⾷育レッスン１・２・３♪”ロジックモデル

個別施策＆アウトプット 中間アウトカム 分野アウトカム 最終⽬標
アウトプットインプット取組の場
・⾷育に取り組む園児、
保護者、園数の増加、
（H30〜R４には全園で実施）

・市と⾷改と連携し、⼦どもとその保護者を対
象とした⾷育レッスンプログラムを実施
・オンラインでの⾷育レッスン（R３〜）
（レベル５，7）

保育所・
幼稚園・
こども園

・⾷育チャレンジプロ
グラムに取り組む⼩学
校の増加
（H30〜R4には全校で実施）

・⼩学校・家庭が連携して、⼩学⽣のための⾷
育チャレンジプログラムを実施
・家庭科、⽣活科、体育、特別活動の授業に⾷
育・運動（⼀⽇60分運動プログラム）を導⼊
・⼩中学校において栄養教諭等と連携し、学校
給⾷及び各教科等を通じた⾷育の推進
（レベル５，７）

学校

・各⾷育イベントの実
施回数・参加⼈数

・WEBアクセス数
・⾷育啓発誌配布数
・⾷育に取り組む給⾷
施設の増加
・ガイド活⽤啓発数
・レシピの啓発数

・⾷育レッスン市⺠セミナー、⾷育セミナー、
マタニティ講座での⾷育（動画配信）、乳幼児
⾷育相談の実施
・おうちで⾷育レッスン動画配信（R3〜）
・⾷育啓発誌や雑誌への⾷育特集記事の掲載
・特定給⾷施設へ計画的に巡回し、適切な栄養
管理のための指導・助⾔の実施、研修会の実施
・あおもり⽣活習慣病予防ガイドを作成し、全
世代の⾷育や肥満予防の普及啓発
・⾷⽣活改善推進員会やあおもり健康づくり実
践企業、地域・職域あおもり健康づくりリー
ダーと連携し、地域・職域での⾷育の推進
・健康⾷普及指導事業で健康レシピ募集、啓発
（レベル7）

市・保健
所

・健康づくり応援店の
増加、啓発誌掲載数

・健康的な⾷の提供をしている飲⾷店の中で、
市の基準を満たす店舗を「健康づくり応援店」
として登録・市のHPや企業向け啓発
（レベル６）

飲⾷店、
スーパー
等

・運動⺟体での啓発数・⻘森市健康寿命延伸会議等と連携を図る団体
・マスコミによる周知
数

・県内のテレビ、新聞等での放映・掲載
・テレビでの特集放映
・県外（NHK東北）での放映
（レベル7）

マスメ
ディア

⼩学5年⽣の肥満傾向児
の割合

中学2年⽣の肥満傾向児
の割合 健康

寿命の
延伸

朝⾷を毎⽇⾷べる⼦どもの
割合の増加

※実線のアウトカムは「⻘森市健康寿命延伸計画（第2次）」より引⽤

給⾷施設研修会への園・⼩中学
校栄養担当者の参加数

⾷育啓発WEBにアクセスする者
の増加

⾷習慣・運動習慣を意識する
市⺠の増加（市⺠意識調査）

（R5〜）市⺠向け、職域向け、
若年者向けQOL健診実施

（R6・R7）継続
中学⽣・保護者向けQOL健診

（予定︓R8〜）※５年間で全校
・中学校でのQOL健診
・⼩中学校教員向けQOL健診実施

健康づくり応援店の増加

（R7・8〜）
スーパーや企
業と連携した
取組の推進

⻘森市健康寿命延伸計画（第２次）

肥満者の標準化⽐

運動やスポーツを習慣的に⾏ってい
ない⼦どもの減少

継続的な取組へシフト
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ける健康な食事の提供（レベル６）があり、ア

ウトプット指標は共に店の数、該当商品の種類

数、販売数、販売金額、年間に販売された総菜

の食塩総量である。啓発活動は、適塩パンフレ

ットの配布であり、指標は配布数である。個別

指導は、市の健診、事業所健診での尿中ナトリ

ウム測定と保健・栄養指導を実施し、指標は測

定者数、指導を実施した人の人数である。 

（３）野菜摂取量の増加 

足立区の事例（図３） 

・アウトカム指標は、分野アウトカムとして、

野菜摂取量、野菜から食べる人の割合等、中間

アウトカムとして「あだちベジタベライフ」の

認知割合である。 

・個別施策（アクション）は、子どもに対して

は、区内の全ての保育所、幼稚園、学校等での

「あだち食のスタンダード」の啓発を実施し

（介入のはしごのレベル５（デフォルト））、中

でも小松菜の種の配布はレベル４（インセンテ

ィブ）に該当する。また既存の日本一「おいし

い給食」事業では、全ての小中学校で天然出汁

の使用等おいしさの取組が行われ、介入のはし

ごのレベル２（選択を制限する）に該当し、残

食減少の成果を得ている。 

アウトプット指標は、食育体験の実施回数、

家庭科と連動した学習の実施回数等である。区

民全体に対しては、食環境整備として、ベジタ

ベライフ協力店の開拓（レベル６（食環境整備））

やプレゼントキャンペーン（レベル４（インセ

ンティブ））、推定野菜摂取量測定器を活用した

べジチェックを実施し、アウトプット指標は店

舗数、キャンペーンの実施回数、イベント実施

回数、べジチェック測定者数である。 

  健康経営との連携で事業所での取組を実施

し（レベル５）、アウトプット指標は企業数、講

演会の開催数等である。 

倉敷市の事例（図４） 

・アウトカム指標は、分野アウトカムとして、

１口目に野菜を食べている人の割合、よく噛ん

でゆっくり食べている人の割合、野菜を１日

350g 以上食べている人の割合、中間アウトカム

として、研修会やイベントに参加する人数、３

べジ認知度、野菜を食べるように気を付けてい

る人数、３べジを内容まで知りかつ自分で料理

ができる人数、外食・中食で３べジに沿ったメ

ニューを選択する人数、地域づくりにつながる

料理教室の参加者数である。 

・個別施策（アクション）は、食環境整備と地

域での研修会やイベントに分けて設定されて

いる。食環境整備では、保育園、小学校、中学

校、学校以外の給食等で３べジを考慮した給食

の提供をし、アウトプット指標は該当する給食

施設数である。スーパー、コンビニ、弁当総菜

店、飲食店での３べジに沿った商品の提供（介

入のはしごのレベル６（環境整備））や情報提供

をし、指標は各取組を実施する店舗数である。

今後野菜選択へのインセンティブを付与して

いる施設数をモニタリング予定である。情報提

供では、食育フェア、地域の料理教室等であり、

指標は SNSアクセス数、イベント等の開催回数、

情報提供実施回数である。 

（４）バランスの良い食事をとっている者の増

加（主食・主菜・副菜を組み合わせた食事） 

横浜市の事例（図５） 

・アウトカム指標は、分野アウトカムとして、

１日３色栄養バランス良く食べる（朝食欠食者

割合、主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を

１日２回以上食べる人の割合、野菜摂取量、食

塩摂取量）、適正体重を維持する人の割合であ

る。中間アウトカムとして、栄養バランスの良

い食事を提供する環境づくりを実施している

店舗数、給食利用者による給食内容の評価の実

施割合である。食に関心をもち、自ら健全な食

生活を実施しようとしている児童・生徒の割合、

家庭で体重を測定する習慣のある者の割合で

ある。 

・個別施策（アクション）は、食環境整備と生

活習慣の改善に向けた学校や地域等での教育

や情報提供に分けて設定されている。食環境整

備では、スーパー、コンビニでの栄養バランス 
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図３ ⾜⽴区 野菜摂取 “住んでいるだけで⾃ずと健康に︕「あだちベジタベライフ〜そうだ、野菜を⾷べよう〜」”ロジックモデル

個別施策＆アウトプット 中間アウトカム 分野アウトカム 最終⽬標

アウトプットインプット取組の場
・⾷育体験の実施回数
・調理体験教室の実施回数
・栄養バランスの良い⾷事の
教室の実施回数

あだちの⾷のスタンダードを全世代に啓発（レベル4,7）
・区内の全保育所・幼稚園に⼩松菜の種を配布
・区内の全保育所にホットプレートを配布し、各園で栽培した野菜を
使った調理実習を実施

保育所・幼稚
園

・家庭科と連動した学習（あ
だち⾷のスタンダード）の実施
回数
・⻑期休業期間に⾃宅で調理
をする⼦どもの数
・「ひと⼝⽬はやさいからチャン
レンジシート」等を活⽤した啓
発の実施回数
・栄養バランスのよいレシピ等
を給⾷だよりやSNS等を活⽤
して配信した数
・給⾷を題材とした⾷育の実
施回数

あだちの⾷のスタンダードを全世代に啓発（レベル5,7）
・家庭科の授業と連携した啓発（家庭科のオリジナル副教材を作
成）
・学童保育室等におけるおやつの選び⽅や体験教室等の実施
・⾼校⽣向けの栄養教室
⼦どもを通した家庭全体への啓発（レベル７）
・「ひと⼝⽬は野菜から」チャンレンジシート等を活⽤した家庭への啓発
・おいしい給⾷レシピや健康・⾷育情報を、給⾷だよりやSNS等で発
信
おいしい給⾷事業と連携した啓発（レベル2,5,6）
・給⾷を⽣きた教材として栄養バランス、野菜摂取、薄味等を⾝に付
ける
・おいしい給⾷メニューコンクールの実施

学校, 学童, 学
習センター, ⼦
どもの居場所
等

・店舗数
・⾷育⽉間・糖尿病⽉間等で
の啓発回数

ベジタベライフ事業の裾野の拡⼤（レベル6）
・ベジタベライフ協⼒店の開拓及び質の向上
・コンビニやスーパー、⾷品メーカー等との連携
・⾷育⽉間にプレゼントキャンペーン実施（レベル４）

飲⾷店, スー
パー, 弁当・惣
菜販売店, コン
ビニ, ショッピン
グモール,⾷品
メーカー ・ベジチェックを活⽤したイベン

トの実施回数
・べジチェック測定数

野菜摂取量の⾒える化から健康⾏動を促す（レベル7,8）
・推定野菜摂取量測定器を活⽤した啓発

・協⼒企業数等
・健康経営に取り組む企業数
・講演会の開催数
・情報配信回数

ベジタベライフ事業の裾野の拡⼤（レベル6）
・⺠間企業、関係団体、ヘルスボランティア等多様な主体との協創
元気な職場づくり応援事業（健康経営）（レベル6）
・「元気な職場応援事業」で事業所を⽀援
・健康経営に取り組む事業所の拡⼤

企業, 団体, ボ
ランティア等

・SNS・カードレシピ等の配
信・配布数
・「ベジ＋ちょい活」等の情報
発信数

情報の普及・啓発（レベル7）
・多忙、調理の知識がない等個別の事情に合わせた啓発
・「ベジ＋ちょい活」等これまでの「野菜」にさらに運動の要素を加えた
情報発信

SNS, メディア
等

・HbA1c測定受診者数
・要指導の改善率

糖尿病への理解を深めるきっかけづくり（レベル7）
・40歳前健診でHbA1cが要指導の者への栄養指導（3か⽉後フォ
ロー）
・他部⾨との連携し、事業を実施

保健所・保健セ
ンター

①平均野菜摂取量

①糖尿病を主病
とした年間新規
透析導⼊患者
数
②ヘモグロビン
A1c7％以上の
割合
③⾃分を健康だ
と⾃認している割
合

あだちベジタベライ
フの認知割合

※個別施策・アウトカムは「健康あだち21（第三次）⾏動計画」より引⽤
点線の項⽬は⾏動計画の⽬標値にはないが、区内⼩・中学校で毎年モニタリング実施

②野菜から⾷べる区⺠の割合

野菜から⾷べる⼦どもの割合
5歳児、中2 肥満の⼦どもの割合

3歳児 減少傾向へ
⼩1、⼩6、中2

健康寿命
の延伸

⾜⽴区では
最終成果

⾃分で朝⾷程度の料理をつく
ることができる

⼦どもの割合 中2

⼩・中学校の残菜
量の減少

③糖尿病重症化予防のための保
健・栄養指導につながった割合

⾜⽴区では直接成果

⾜⽴区では
中間成果

1

個別施策主な取り組
み先

①◎３べジソング・３ベジダンス・３ベジチャ レン
ジカード等による普及
②■３ベジを考慮した給⾷の提供
③■栽培・収穫体験の実施
④取り組みの評価
こどもむけ概要版による情報提供

保育園・こども
園・幼稚 園・⼦
育て⽀援拠点
⼩学校・中学
校・⾼校・ ⼤学

給
⾷ ①◎特定給⾷施設巡回指導・特定給⾷施

設(研修会)での情報提供
②■３ベジを考慮した給⾷の提供
③◎職員研修等での情報提供
④取り組みの評価

給⾷施設（学校
園以外）

①◎各⼩売店への情報提供
②◎市・⼩売店からのSNS、店頭等による情
報 提供、イベントの実施
③■⼩売店への⽀援
④■参加店舗による３ベジに沿った商品の提
供
⑤取り組みの評価

スーパー・コンビ
ニ・ 弁当・惣
菜屋
中
⾷

①◎⾷品衛⽣協会への説明
②◎市・飲⾷店からのSNS、店頭等による情
報 提供、イベントの実施
③■飲⾷店への⽀援（資料作成）
④■参加店舗による３ベジに沿ったメニューの
提供
⑤取り組みの評価

飲⾷店・⾷堂外
⾷

①若い世代の声を取り⼊れた情報発信若い世代

地
域
⽀
援

①◎くらしき健幸プランの⾷育分野の⽅向性を
意識したイベントの実施
②くらしき健幸プランの⾷育分野の推進
③取り組みの評価

⾷育フェアでの周
知

①◎産学官が連携したイベントの実施
②取り組みの評価

イオンdeくら★け
んでの 周知

①◎研修会・各教室での情報提供
②■料理教室の開催
③◎各地区に合わせた無関⼼層に対する啓発
④ベジチェックによる野菜摂取量の⾒える化
⑤取り組みの評価

地区組織（栄養
改善協議
会）と連携した推
進（各地区担当
）

①◎イベント等での情報発信
②◎栄養改善協議会と連携した情報発信

⻭科医師会と連
携した推進

＜⾏動＞研修会等へ参加・体験
型イベント 等にアクセスする者の増
加
（毎年評価できるもので評価。
市⺠モニ ター、イベント等のアン
ケート）

＜⾏動＞
①外⾷・中⾷で３ベジに沿った
メニューを選択する・購⼊する者の増加
②地域づくりにつながる料理教室に参加している⼀般
参加者の増加

３ベジ（ベジわ
ん・ベジもぐ・ベジ
もり）すべてを実
践できる者の増
加

＜態度＞３ベジ（野菜摂取
）への関⼼ がある者の増加
→３ベジの認知度の増加

＜知識・スキル＞３ベジ（野
菜摂取） に関する知識とスキ
ルを持っている者 の増加
→３ベジの認知度（内容ま
で知ってい る）かつ⾃分で料
理ができる者の増加

＜態度＞普段から野菜を⾷
べるように 気をつけている者の
増加

＜情報提供＞
・給⾷だより、社内報、メディア等で の
情報提供実施回数

＜情報提供＞・ウェブサイト・SNS等
のアクセス数
＜情報提供＞・⾷育イベント、教室
等 の実施回数・参加⼈数

＜情報提供＞
・飲⾷店、⼩売、職域における普及啓
発実施店舗数・施設数

レベル４〜６

ベジわん
＜⾏動＞⼀⼝⽬に野菜を⾷べてい
る（ベジわん）⼈の割合
ベジもぐ
＜⾏動＞よくかんでゆっくり⾷べ
てい る（ベジもぐ）⼈の割合
ベジもり
＜⾏動＞野菜を１⽇３５０ｇ以
上⾷べている（ベジもり）⼈の割合

＜環境整備＞
・３ベジに沿ったメニューの提供をす
る飲⾷店・⼩売店・弁当惣菜店数
＜環境整備＞
・３ベジを考慮した給⾷を提供する(特
定)給⾷施設
＜環境整備＞
・地域づくりにつながる料理教室に参加
している⼀般参加者の割合

＜環境整備＞
・野菜選択へのインセンティブ等を付与
している施設数
＜環境整備＞
・学校園等に野菜を提供する団体・企
業数
＜環境整備＞
・団体同⼠での地域に根差した連携

倉敷市保健所 健康づくり課 提供資料

図４ 倉敷市 野菜摂取 “３べジプロジェクト” ロジックモデル

レベル７

個別施策＆アウトプット 中間アウトカム 分野アウトカム 最終⽬標
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の良い食事（弁当等）を提供する店の登録制度

を作り（介入のはしごのレベル６（環境整備））、

アウトプット指標は働きかけを行った事業所

数、給食施設での栄養管理のための研修会や巡

回指導を行い、指標は対象施設数である。生活

習慣の改善に向けた取組として、学校での食育

のアウトプット指標は食育の回数、健診・相談・

教室での啓発の指標は対象者数、イベント・出

前講座の指標は参加者数、リーフレット・動画

作成の指標はリーフレット配布数である。 

 

３）事例のアクションプランとアウトプット指

標、中間アウトカム指標のまとめ 

 実際に自治体で用いられていたアクション

とアウトプット指標について取組の場別に整

理した（表３）。取組の場は、保育所・学校、職

場といった所属組織、スーパー等の食料品店、

地区組織活動、市の事業に分けられた。アクシ

ョンについて、介入のはしごのレベルが最も高

かったのは、保育所・学校で全て一斉に給食の

改善をするレベル２（選択の制限）であった。

次いで、レベル４（インセンティブ）の保育所・

学校で野菜の種を配布する、スーパー等でのプ

レゼントキャンペーンであった。レベル５（デ

フォルト）に該当する取組として、保育所・学

校で全校で共通した教育を実施し、それがあた

りまえにすること、スーパー等で総菜の減塩を

表記せずにあたりまえにすることが行われて

いた。ほぼ全ての自治体で、スーパー等で健康

的な弁当や総菜を明示した販売はレベル６（食

環境整備）、地域や市の保健指導等での教育は

レベル７（情報提供）が実施されていた。 

 事例で用いられていた中間アウトカム指標

を把握する項目別に整理した（表４）。食環境の

指標として、健康的な食事の提供をしている店

の数を設定している自治体があり、この自治体

ではアウトプット指標として働きかけをした

店の数を設定していた。健康的な食事の提供を

している店の数は他の自治体ではアウトプッ

ト指標として設定されており、自治体により解

釈が異なる指標であった。 

 取組の認知度も複数の自治体で把握されて

いた。取組の参加数は全ての自治体で把握され

ていた。１つの自治体で取組の影響度を知るた

めの指標が設定されていた。人の知識・態度・

行動については、知識の指標を設定している自

治体は少なく、態度も次いで少なく、行動の指

標を設定している自治体が多かった。 

図５ 横浜市 主⾷・主菜・副菜がそろった⾷事 “誰もが⾃然に健康になれる⾷環境づくりに向けた取組（ハマの元気ごはん弁当の販売）”ロジックモデル

個別施策＆アウトプット 中間アウトカム 分野アウトカム 最終⽬標

アウトプットインプット取組の場
働きかけを
⾏った事業所
数

⾷環境整備（レベル6）
ハマの元気ごはん提供店登録制度（R6〜）
・基準に合った1⾷分の⾷事、弁当を提供する
店を登録

スーパー、
コンビニ

研修会の参加
施設数
巡回指導の施
設数

給⾷施設の栄養管理（レベル6）
・研修会の実施
・巡回指導

給⾷施設

啓発の回数学校給⾷、お弁当コンクール、体験、料理教
室を通した⾷育（レベル7）

学校

個別栄養相
談延べ⼈数
集団健康教
育延べ⼈数

健診、個別相談、教室等での栄養バランスの
啓発（レベル7）

健診・相談・教
室

参加⼈数⾝近で多様な⽣活の場におけるイベントや出
前講座（レベル7）

イベント・出前講
座

リーフレット配
布数

リーフレット・動画作成
・リーフレット「わたしをつくる元気ごはん」で栄
養バランスについて情報提供（レベル7）
・動画「あなたがいつも⾷べているのが「元気ご
はん」ですか︖」（レベル7）

HP、SNS

ーレシピ作成
・横浜市の公式クックパッドで横浜市⾷材を使
⽤したレシピ等公開（レベル7）
・朝⾷のレシピ集作成（レベル7）

ー報道、各種番組での情報提供（レベル7）マスメディア

1⽇3⾷栄養バランスよく⾷べる
・朝⾷を⽋⾷する⼩中学⽣の割合
・朝⾷を⽋⾷する20〜30歳代の割合
・主⾷・主菜・副菜を組み合わせた⾷事を1⽇
2回以上、ほぼ毎⽇⾷べている市⺠の割合
・1⽇当たりの野菜摂取量の平均値
・1⽇あたりの⾷塩摂取量の平均値

適正体重を維持する
・20〜60歳代の男性の肥満者の割合
・40〜60歳代の⼥性の肥満者の割合
・20〜30歳代の⼥性のやせの者の割合
・低栄養傾向の⾼齢者の割合

・給⾷利⽤者による給⾷内容の
評価の実施割合
・⾮常⾷糧を備蓄している給⾷施
設の割合

⽣活習慣病の
予防を通じた
早世の減少

男性の肥満や
脂質異常症の
改善

糖尿病の重症
化の減少

⾻折・転倒によ
り介護が必要
な状態になるこ
との減少

⾷に関⼼をもち、⾃ら健全な⾷
⽣活を実践しようとしている児童
⽣徒の割合

横浜市では、
中間成果

（アウトカム）栄養バランスの良い⾷事を選択
できる環境づくりに資する取組を
⾏っている店舗数

横浜市では、中間アウトカムと分野別アウトカムを合わせて、直接成果（アウトカム）
⽣活習慣の改善・意識や⾏動の変化、環境づくり

資料：横浜市令和6年度第2回健康横浜21推進会議資料（R7年3⽉25⽇）等をもとに作成
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【データ収集⽅法】
アウトプット︓⽉報、事業報告書（毎年）
アウトカム︓「健康に関する市⺠意識調査」、国⺠健康・栄養調査（3年分プール）等（中間、最終評価時）

家庭で体重を測定する習慣
のある者（週1回以上）の
割合（20歳以上）
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表３ 事例で用いられていたアクションとアウトプット指標（取組の場別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表４ 事例で用いられていた中間アウトカム指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５ ロジックモデルを PDCA に活用している事例 

 

 

 

 

 

アウトプット指標取組（アクション）介⼊のはしご取組の場

・基準に合った給⾷の提供数・全ての保育所、学校給⾷で取組の基準に合った給⾷の提供レベル２（選択を制限する）保育所・学校

・栽培体験の実施回数
・調理体験の実施回数

・全保育所・幼稚園で⼩松菜の種、ホットプレートを配布し、各園で栽培
した⼩松菜で調理実習

レベル４（インセンティブ）

・⾷育の実施校、実施回数
・授業等の実施回数

・⻑期休暇に家庭で調理する⼦どもの数
・給⾷を題材とした⾷育の実施回数

・全保育所・幼稚園、学校で市の計画に沿った⾷育の実施
・家庭科の授業等学校での教育

・学童保育等での調理教室
・おいしい学校給⾷を⽤いた教育

レベル５（デフォルト）

・家庭への啓発の実施回数
・情報提供実施回数

・学校を通じた家庭への啓発
・学校給⾷だより等の情報提供

レベル７（情報提供、教育）

・基準に合った給⾷を提供する施設数・職場給⾷等の給⾷施設で取組の基準に合った給⾷の提供レベル６（環境整備）職場

・事業所での情報提供や教育の回数、参加者数・事業所での情報提供、教育レベル７（情報提供、教育）

・キャンペーンの実施回数、応募数・スーパー等でのプレゼント・キャンペーンレベル４（インセンティブ）スーパー等の
⾷料品店

・協⼒店数、減塩表⽰なし減塩商品の種類数、販売数量、
販売⾦額

・1年間に販売された⾷塩総量

・スーパーで減塩表⽰をしない減塩惣菜の販売レベル５（デフォルト）

・働きかけを⾏った店数、協⼒店数、商品の種類数、販売
数量、販売⾦額

・1年間に販売された⾷塩総量

・減塩、野菜が多い惣菜や、主⾷・主菜・副菜がそろったスマートミール等
の弁当の販売

レベル６（環境整備）

・配布したパンフレット枚数、イベント実施数
・測定イベントの実施回数、測定者数

・⽇常的な外出先（スーパー等）でのパンフレットの配布、イベントの実施
・推定野菜摂取量測定器での計測

レベル７（情報提供、教育）

・調理教室等の実施回数、参加者数・地区組織での調理教室、⾷育教室レベル７（情報提供、教育）地区組織活動

・尿中ナトリウム測定を実施した⼈数、個別指導をした⼈数
・HbA1c測定者数、要指導の改善率

・講座、相談の実施回数、参加者数

・市や事業所健診での尿中ナトリウム測定と個別指導
・40歳前健診でHbA1c が要指導の者への栄養指導（3か⽉）
・市のマタニティ講座、乳幼児健診での相談

レベル７（情報提供、教育）市の事業

発信数、アクセス数HP,SNS等での動画、レシピ等の情報提供

中間アウトカム指標例把握する項⽬

健康的な⾷事の提供をしている店の数
給⾷利⽤者による給⾷内容の評価の実施数⾷環境

取組のマークや取組名称を知っている⼈の数（認知度）取組の認知度
研修会、イベントへの参加者数
WEB・SNSへのアクセス数取組への参加度
健康的な総菜等を購⼊した⼈数、頻度
パンフレット、SNS等を契機に⾏動変容したか取組の影響度
野菜の1⽇の⽬標量、野菜から⾷べる、よくかんで⾷べるを知っている⼈の数知識
⾷習慣・運動習慣を意識する⼈
野菜摂取への関⼼がある（取組内容への関⼼がある）、普段から野菜を⾷べるように気をつけている⼈の数
⾷に関⼼をもち、⾃ら健全な⾷⽣活を実践しようとしている⼈の数

態度

家庭で体重測定をする習慣がある⼈、運動の実施をする⼈の数
朝⾷摂取する⼈の数
料理ができる⼈の数
減塩⾏動をする⼈の数
野菜摂取、野菜から⾷べる⾏動、中⾷や外⾷で取組にそった⾷事を選択する⼈の数
主⾷・主菜・副菜の摂取をする⼈の数
保健・栄養指導につながった⼈の数

⾏動

備考分析と評価アウトカム指標アウトプット指標単位⾃治体

数年に1回毎年毎年事業三条市

中間、最終評価時中間、最終評価時毎年計画横浜市

⾏政内と区⺠による評価毎年毎年毎年計画⾜⽴区
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４）PDCAの実施状況（図６、図７） 

既にロジックモデルを PDCA に活用している

事例（三条市、横浜市、足立区）があった（表

５）。全ての自治体でアウトプット指標を毎年

把握しており、アウトプット指標レベルでの

PDCAが実施されていた。このうち三条市と足立

区ではアウトカム指標も毎年把握しており、足

立区ではロジックモデルを用いて行政と区民

により評価が実施されていた。以下に、アウト

カム指標まで含めた PDCA を実施している三条

市と足立区の事例を示す。 

三条市（図６）では、2017年度～2023 年度ま

での評価より、取組として尿中ナトリウムを用

いた個別指導（ナトリウム表示を見る等）を実

施し、中間アウトカムであるナトリウム表示を

見るようになった人は、分野アウトカムである

尿中ナトリウムが減少、尿中ナトリウムが減少

した人は血圧が減少し、個別指導の有効性が示

唆された。一方、取組の認知度と影響度を把握

するための中間アウトカムは 2023 年度から把

握し、2023 年度では、食環境整備と啓発活動の

認知度は低く、また経年データが無いことから

評価には至らなかった。従って、次の改善とし

ては、個別指導はこのまま継続し、食環境整備

と啓発活動の認知度を高め、中間アウトカム指

標の把握をして効果検証することとした。 

足立区（図７）では、取組としてべジタベライ

フ協力店の数、べジチェックを活用したイベン

トの回数と参加者数は目標を達成し、アウトカ

ム指標である野菜から食べる区民の割合は目

標に達成した一方、野菜摂取量は増加していな

かった。そこで、区民評価では、効果的な取組

をするために、取組の効果が明確になるような

分析が必要とされていた。 

 

Ｄ．考 察 

１）ロジックモデルにおけるアウトプットと中

間アウトカム指標のブラッシュアップ 

これまで研究班で作成してきたロジックモ

デル 1)-4)は、先行研究やプリシード・プロシー

ド理論等をもとに作成したものであり、実際の

自治体でどのような指標の設定と把握が可能

かを検証する必要があった。そのため、本研究

では、優良事例をもとに、アウトプット指標・

中間アウトカム指標について、実現可能性につ

いて検討した。その結果、アウトプット指標に

ついては、いずれの自治体でも取組の実施回数

等が適切に設定、把握されており、問題なく実

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 三条市 減塩 “⾷を通じた⽣活習慣病予防事業” 評価

個別施策＆アウトプット 中間アウトカム 分野アウトカム 最終⽬標

尿中ナトリウム等か
ら推定⾷塩摂取量、
Na/K⽐

減塩⾏動をしたか
（ナトリウム表⽰を⾒る等）

⾼⾎圧予防
脳⾎管疾患

予防

資料︓三条市⾷を通じた⽣活習慣病予防事業報告書平成29年度〜令和5年度

UMAMI SANJOマークの
認知度、商品の購⼊頻度

アウトプットインプット取組の
場

協⼒店数、
UMAMI SANJO
マーク商品の種類数、
販売数量、販売⾦額、
1年間に販売された総
菜の⾷塩総量

こっそり減塩作戦（レベル5）
・スーパー、⼩売店で減塩の表⽰
をしないで減塩惣菜の提供︓
UMAMI SANJOマーク表⽰

地産地消推進店における健康な
⾷事の提供（レベル６）

スーパー
⼩売店

適塩パンフレットの
配布数

⽇常的な外出先での啓発
（レベル7）
・協⼒店を利⽤する市⺠へのパン
フレット配布

適塩パンフレットの
配布数

適塩パンフレットを活⽤した啓発
（レベル7）
・市の健診、保健事業参加者にパ
ンフレット配布

健診・
保健指
導

個別指導を⾏った⼈
数、尿中ナトリウム測
定を実施した⼈数

尿中ナトリウムを基にした保健・栄
養指導（レベル7、８）
・市の健診、事業所健診受診者へ
の尿中ナトリウム測定と保健・栄
養指導

適塩パンフレットの認知度、
パンフレットを契機に減塩⾏
動をしたか

アウトプット、アウトカムは、毎年モニタ
リングして、店舗数、商品種類数、販売額
数の増加、保健指導数等にフィードバック

中間アウトカムの把握は、事業
評価のために、2023年度から市
と事業所健診で尿中ナトリウム
測定者にアンケートを実施

啓
発
活
動

個
別
指
導

⾷
環
境
整
備 認知度低

購⼊頻度低

認知度低
評価結果
2017年度〜2023年度までの結果より、尿中
ナトリウムを⽤いた個別指導（ナトリウム表⽰を
⾒る等）を実施しナトリウム表⽰を⾒るように
なった⼈は尿中ナトリウムが減少、尿中ナトリウ
ムが減少した⼈は⾎圧が減少し、個別指導の
有効性が⽰唆された。⼀⽅、中間アウトカムは
2023年度から把握し、その時点では、⾷環境
整備と啓発活動の認知度は低く、評価には⾄ら
なかった。
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現可能であると考えられた。一方で、中間アウ

トカム指標は、いずれの自治体でも取組への参

加者数、行動の指標は設定、把握されていたが、

知識や態度の指標は少なかった。知識や態度の

把握が難しい場合は、行動で把握することを提

案するが、取組（アウトプット）と分野別アウ

トカムとのつながりを担保する指標を設定す

る必要がある。そのためには、「取組の認知度」、

「取組によって行動変容したか」等の指標は実

現可能であり、有効であると考える。具体的な

指標の提案としては、これまでの理論的なロジ

ックモデル 1)-4)、本研究の事例のロジックモデ

ル、表３、表４を参考にして、各自治体の取組

に合わせて設定する。 

 

２）優良事例の収集とアクションプランの改訂 

本研究では、優良事例をもとに、栄養・食生

活分野の目標に向けて実施されているアクシ

ョンについて整理し、介入のはしごを用いて位

置づけた。その結果、レベル６（食環境整備）、

レベル７（情報提供）は全ての自治体で実施さ

れていた。一方で介入のはしごの上のレベルで

は、全ての学校で基準に合った給食を提供する

といった介入のはしごのレベル２（選択を制限

する）も実際に実施されていた。また、レベル

４（インセンティブ）とレベル５（デフォルト）

は、保育所・学校やスーパーの取組で実施され

ていた。 

保育所・学校は、行政の管轄でもあることか

ら、自治体内の全ての施設で一斉に食事を変え

る、インセンティブを提供する、教育を実施す

ることをデフォルトにすることができ、公衆栄

養上有効な場であると考える。スーパーでも健

康的な食事を提供する食環境整備に加えて、そ

れを選択するように促すレベル４（インセンテ

ィブ）、レベル５（デフォルト）の取組が必要と

考えられる。 

  

３）ロジックモデルの PDCA への活用の提案に

向けて 

実際の自治体の計画から事業、評価までの流

れをロジックモデルを活用して行う手法につ

いて、実際の自治体での検証が必要である。本

研究の結果、２つの自治体では実際に PDCA を

回し、アウトプット指標、アウトカム指標をつ

なげて評価し、改善点も把握できていたことか

ら、この手法は実現可能性、有効性があると考

えられる。 

図７ ⾜⽴区 野菜摂取 “住んでいるだけで⾃ずと健康に︕「あだちベジタベライフ〜そうだ、野菜を⾷べよう〜」” 評価
個別施策＆アウトプット 中間アウトカム 分野アウトカム 最終⽬標

アウトプットインプット取組の場
・⾷育体験の実施回数
・調理体験教室の実施回数
・栄養バランスの良い⾷事の
教室の実施回数

あだちの⾷のスタンダードを全世代に啓発（レベル4,7）
・区内の全保育所・幼稚園に⼩松菜の種を配布
・区内の全保育所にホットプレートを配布し、各園で栽培した野菜を
使った調理実習を実施

保育所・幼稚
園

・家庭科と連動した学習（あ
だち⾷のスタンダード）の実施
回数
・⻑期休業期間に⾃宅で調理
をする⼦どもの数
・「ひと⼝⽬はやさいからチャン
レンジシート」等を活⽤した啓
発の実施回数
・栄養バランスのよいレシピ等
を給⾷だよりやSNS等を活⽤
して配信した数
・給⾷を題材とした⾷育の実
施回数

あだちの⾷のスタンダードを全世代に啓発（レベル5,7）
・家庭科の授業と連携した啓発（家庭科のオリジナル副教材を作
成）
・学童保育室等におけるおやつの選び⽅や体験教室等の実施
・⾼校⽣向けの栄養教室
⼦どもを通した家庭全体への啓発（レベル７）
・「ひと⼝⽬は野菜から」チャンレンジシート等を活⽤した家庭への啓発
・おいしい給⾷レシピや健康・⾷育情報を、給⾷だよりやSNS等で発
信
おいしい給⾷事業と連携した啓発（レベル5,６）
・給⾷を⽣きた教材として栄養バランス、野菜摂取、薄味等を⾝に付
ける
・おいしい給⾷メニューコンクールの実施

学校, 学童, 学
習センター, ⼦
どもの居場所
等

・店舗数
・⾷育⽉間・糖尿病⽉間等で
の啓発回数

ベジタベライフ事業の裾野の拡⼤（レベル6）
・ベジタベライフ協⼒店の開拓及び質の向上
・コンビニやスーパー、⾷品メーカー等との連携
・⾷育⽉間にプレゼントキャンペーン実施（レベル４）

飲⾷店, スー
パー, 弁当・惣
菜販売店, コン
ビニ, ショッピン
グモール,⾷品
メーカー ・ベジチェックを活⽤したイベン

トの実施回数
・べジチェック測定数

野菜摂取量の⾒える化から健康⾏動を促す（レベル7,8）
・推定野菜摂取量測定器を活⽤した啓発

・協⼒企業数等
・健康経営に取り組む企業数
・講演会の開催数
・情報配信回数

ベジタベライフ事業の裾野の拡⼤（レベル6）
・⺠間企業、関係団体、ヘルスボランティア等多様な主体との協創
元気な職場づくり応援事業（健康経営）（レベル6）
・「元気な職場応援事業」で事業所を⽀援
・健康経営に取り組む事業所の拡⼤

企業, 団体, ボ
ランティア等

・SNS・カードレシピ等の配
信・配布数
・「ベジ＋ちょい活」等の情報
発信数

情報の普及・啓発（レベル7）
・多忙、調理の知識がない等個別の事情に合わせた啓発
・「ベジ＋ちょい活」等これまでの「野菜」にさらに運動の要素を加えた
情報発信

SNS, メディア
等

・HbA1c測定受診者数
・要指導の改善率

糖尿病への理解を深めるきっかけづくり（レベル7）
・40歳前健診でHbA1cが要指導の者への栄養指導（3か⽉後フォ
ロー）
・他部⾨との連携し、事業を実施

保健所・保健セ
ンター

①平均野菜摂取量

①糖尿病を種苗
とした年間新規
透析導⼊患者
数
②ヘモグロビン
A1c7％以上の
割合
③⾃分を健康だ
と⾃認している割
合

あだちベジタベライ
フの認知割合

※個別施策・アウトカムは「健康あだち21（第三次）⾏動計画」より引⽤
点線の項⽬は⾏動計画の⽬標値にはないが、区内⼩・中学校で毎年モニタリング実施

②野菜から⾷べる区⺠の割合

野菜から⾷べる⼦どもの割合
5歳児、中2 肥満の⼦どもの割合

3歳児 減少傾向へ
⼩1、⼩6、中2

健康寿命
の延伸

⾜⽴区では
最終成果

⾃分で朝⾷程度の料理をつく
ることができる

⼦どもの割合 中2

⼩・中学校の残菜
量の減少

③糖尿病重症化予防のための保
健・栄養指導につながった割合

⾜⽴区では直接成果

⾜⽴区では
中間成果

⾚線︓⾜⽴区事業評価（個別評価調書）「健康あだち21推進事業（糖尿病対策）」令和6年度事業分の結果より作
成

達成

達成

達成

達成

達成

順調

やや遅れ



 

 - 139 - 

但し、今後の課題として次の点がある。取組

（アウトプット指標）、中間アウトカム指標、分

野別アウトカム指標のつながりが妥当かをよ

く検討する必要がある。そのための工夫として、

中間アウトカム指標に取組の認知度や取組に

よって行動変容したかを入れることで、取組と

分野別アウトカム指標のつながりがわかりや

すくなる。認知度が足りない場合は、認知度を

上げる取組が必要だとわかる。取組を見ても行

動変容しないようであれば、取組の質を改善す

る。 

  取組を認知している人、行動変容した人は、

分野別アウトカム指標が良いのか等、取組の効

果の分析ができると、取組の継続、改善の根拠

になる。 

アウトプット指標は毎年把握できるので、ア

ウトプット指標自体の目標を設定することで

評価し、フィードバックできる。 

考察 1）から３）に共通して、本研究で取り

上げた事例が優良事例であったことから、自治

体内の体制が整っている等の条件が良かった

可能性がある。他の自治体でも適用可能かは不

明であるが、実施できている自治体があること

は提示できたと考える。 

 

参考文献 

1) 吉池信男．国や地域レベルでの小児の肥満予
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日健教誌，2024;32(S):S16–S27 

2) 村山伸子．栄養・食生活対策のロジックモデ

ルとアクションプランの例：食塩摂取量の減

少．日健教誌，2024;32(S):S64–S74 

3) 林芙美．栄養・食生活分野のロジックモデル

とアクションプランの例：野菜・果物摂取量

の増加．日健教誌，2024;32(S):S52–S63 

4) 赤松利恵．栄養・食生活分野のロジックモデ

ルとアクションプランの例：バランスの良い

食事を摂っている者の増加．日健教誌，2024; 

32(S):S43–S51 

 

Ｅ．結 論 

健康日本 21（第三次）の栄養・食生活分野の

目標である、子どもの肥満の減少、食塩摂取量

の減少、野菜摂取量の増加、栄養バランスの良

い食事の増加について、自治体の優良事例を収

集し、これまでの研究や理論をベースにしたロ

ジックモデルとアクションプランをベースに、

アウトプット指標や中間アウトカム指標、アク

ションプランについて、実現可能な内容を示し

た。ロジックモデルの PDCA への活用方法につ

いて、自治体での実施状況と課題を示した。 

 

Ｆ．健康危険情報 
  なし 
 
Ｇ．研究発表 
１．論⽂発表 
  なし 
２．学会発表 
  なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 
  なし 
２．実⽤新案登録 
  なし 
３．その他 
  なし
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

健康寿命の自治体格差の要因と縮小策に関する検討 

 

研究分担者 横山 徹爾 国立保健医療科学院生涯健康研究部・特任研究官 

 

研究要旨 

 健康日本 21（第三次）では、上位目標の一つとして健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）

の都道府県格差の縮小を掲げている。同様に、都道府県健康増進計画でも健康寿命の市区町村格差

の縮小を目標としていることが多い。また、都道府県は「区域内の市区町村ごとの健康状態や生活

習慣の状況の差の把握を行い、地域間の健康格差の是正に向けた取組を位置付けるよう努める」と

されている。本研究では、自治体（都道府県・市区町村）において健康寿命の地域間間格差の要因

分析を行い格差縮小策に繋げる方法を整理する。市区町村では健康寿命「日常生活に制限のない期

間の平均」を算定できないため、補完的指標である「日常生活動作が自立している期間の平均（平

均自立期間）」を扱う。過去の研究班において、都道府県・市区町村別に、平均自立期間、平均寿

命、自立していない期間の平均、死因別ＳＭＲ、要介護認定率等の地域差や経年推移を“見える化”

する資料・ツール類を作成し、疾患別医療費、特定健診によるリスク因子・生活習慣の状況に関す

る既存の資料・ツール類も合わせて、健康寿命の自治体格差とその要因に関する具体的な分析手順

書にまとめてきた。本分担研究ではこれらの資料等を最新年のものに更新するとともに、分析手順

書に格差縮小策に繋げるためデータ活用の視点を加える。今年度は、資料と分析手順書を最新年の

データで更新した。 

 

Ａ．目 的 

 健康日本 21（第三次）では１）、上位目標の一

つとして、健康寿命（日常生活に制限のない期

間の平均）の都道府県格差の縮小を掲げている。

同様に、都道府県健康増進計画でも健康寿命の

市区町村格差の縮小を目標としていることが

多い。また、都道府県は「区域内の市区町村ご

との健康状態や生活習慣の状況の差の把握を

行い、地域間の健康格差の是正に向けた取組を

位置付けるよう努めるものとする。」とされて

いる。しかし、市区町村単位で活用できる既存

データは限られており、人口が少ないことによ

る数値の不安定さへの配慮や、年齢調整等の統

計学的手法の導入なども必要であり、各自治体

で最適な分析を行うことは容易ではない。デー

タの収集・分析に莫大な時間や予算を費やして

しまい、健康格差の是正に向けた具体的な取り

組みが進められないようでは望ましくない。 

 そこで本分担研究では、各市区町村の健康寿

命（平均自立期間）・平均寿命・不健康期間（自

立していない期間の平均）と、死因別死亡（標

準化死亡比 SMR）、要介護認定率（標準化比）、

リスク因子・生活習慣等、その他の健康指標の

同時点及び経年的変化を地域間で比較できる

“見える化”ツール類をパッケージとして各自

治体に提供し、これらを用いて健康寿命の自治

体格差とその要因を分析し、格差縮小策に繋げ

るための手順を整理することを目的とする。 

 

Ｂ．方 法 

 これまでの研究班（以下、先行研究班）２）に

おいて作成した“見える化”資料・ツール類を

最新年のものに更新するとともに、分析手順書

に格差縮小策に繋げるためデータ活用の視点
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を加える。 

 

活用が想定される既存データ 

 健康寿命の地域間格差の分析のために、自治

体（都道府県・市区町村）で活用が可能な既存

データとして、健康寿命（平均自立期間）・平

均寿命、死因別死亡、要介護情報、医療、リス

ク因子、生活習慣、社会環境等が考えられる。

これらを原因系～結果系に位置づけて（図１）、

それぞれのデータの関係性を解釈しやすいよ

うに、一時点での比較及び経年的な比較を行う

ための“見える化”資料・ツールを過去の研究

班で作成し公表している。全ての資料は e-Stat
３）等で公開されている既存データを用いて作成

した。 

 

図１．健康寿命の要因分析のための健康指標の関係性 

   の整理（概念図） 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均自立期間・平均寿命等の 10年間の推移 

 健康日本 21（第三次）での健康寿命の主指標

「日常生活に制限のない期間の平均」は、一部

の大都市を除き市区町村では算定できず、補完

指標である「日常生活動作が自立している期間

の平均（要介護２以上になるまでの期間の平

均）」（以下、「平均自立期間」）を用いることが

多いため４）、本研究では平均自立期間を扱うこ

ととする。今年度は先行研究班２）で作成した９

年間の推移の見える化資料に、最新年のデータ

を加えて、10年間の推移を示した。 

●使用したデータ 

① 2013～2024年 人口動態統計 死亡数，都道

府県・保健所－市区町村・性・年齢（５歳階

級）別 

② 2015～2024年 1月 1 日 住民基本台帳年齢階

級別人口（市区町村別）（日本人住民） 

③ 2014～2023 年 介護保険事業状況報告 月報 

(12 月末) 保険者別 第１号被保険者数、

要介護（要支援）認定者数 

④ 2015～2024年 1月 1 日 住民基本台帳年齢階

級別人口（市区町村別）（総計） 

●計算方法 

 平均自立期間は、「健康寿命の算定方法の指

針」５）に準じて計算した。人口 13 万人未満の

市区町村では、人口と死亡数は対象年次とその

前後を合わせた３年間、13 万人以上では対象年

次１年間、また人口規模に関わらず、介護保険

被保険者数と要介護認定者数は対象年次１年

間を用いて計算した値を図示した。なお、上記

③では被保険者数が男女別に得られないため、

④を用いて性・年齢階級別の被保険者数を比例

按分して推定した。介護保険広域連合に加入し

ている市町村は、市町村別の値が得られないた

め、また人口規模の小さい一部市町村では計算

不能だったため対象から除外した。平均自立期

間の算定には、「健康寿命の算定プログラム 

2010-2023年」６）を用いた。 

 経年推移の分析では、人口規模にかかわらず

対象年次１年間の人口・死亡数・介護保険被保

険者数・要介護認定者数用いて計算した平均自

立期間等を用いて、回帰直線の推定とトレンド

検定を行い、その際、「平均自立期間」と「自

立していない期間の平均」は Prais-Winsten法
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で系列相関を調整した。また、COVID-19 流行拡

大後の 2021～2022 年に、それまで延伸してい

た全国の平均寿命が短縮に転じたため、2020年

前後での平均自立期間等の延伸・短縮傾向（回

帰直線の傾き）に違いがないかを検定し、有意

な違いがある場合には 2020 年で折れ曲がった

回帰直線として図示した。 

 一方、都道府県が独自に平均自立期間（呼称

は自治体によって異なることもある）を計算し

て市区町村に提供することもあり、また、国保

データベース(KDB)システム７，８）を用いれば、

全ての市区町村で共通の計算方法で算出が可

能である（市区町村人口が少ない場合には二次

医療圏単位で運用することもある）。具体的に

は、KDBの帳票「地域の全体像の把握」に、「平

均自立期間」と「平均余命」（KDBで独自に計算

した平均寿命）が 95%信頼区間とともに表示さ

れ、同帳票画面から CSV ファイルでその情報を

保存可能である。この CSV ファイルを用いて、

自市区町村と県・同規模市区町村・国との比較、

および５年間の経年推移を図示可能なツール

（エクセルファイル）９）を活用することもでき

る。今年度は、同ツールをより容易に扱えるよ

うに、操作性を改良した。 

 

死因別死亡（SMR）の 10年間の推移 

 死亡は平均寿命を直接規定する要因であり、

死因別死亡の経年推移についても見える化資

料を作成した。一時点における死因別 SMRの高

低だけでなく、上昇／下降傾向など、長期的な

推移も地域の健康課題の把握のためには重要

である。そこで、2015～2024年の毎年の市区町

村別総死亡及び 17 死因別 SMR を算出し、国・

県と比較可能な形で示した。 

●使用したデータ（最新版の場合） 

① 2015～2024 年人口動態統計 性・死因(選択

死因分類)・都道府県・市区町村別死亡数 

② 2015～2024 年 性・年齢（５歳階級）・死因

（死因簡単分類）別死亡数（全国） 

③ 2015～2024年 1月 1 日 住民基本台帳年齢階

級別人口（市区町村別）（日本人住民） 

④ 市区町村合併情報 廃置分合等情報（2025年

9 月 18日現在） 

●計算方法 

 2015 年の全国および各年の全国を基準とし

た場合の２種類について、2015～2024年の毎年

の市区町村別総死亡及び 17 死因別 SMR と 95%

信頼区間を算出した。ポアソン回帰により回帰

曲線と増減率を推定してトレンド検定を行っ

た。10） 

 

要介護認定率の 10年間の推移 

 「自立していない期間の平均」は、要介護２

以上を自立していない状態として算定するた

め、「自立していない期間の平均」の地域差や

経年推移の理由を検討するためには、要介護認

定率（年齢階級別及び年齢調整値）の地域差や

経年推移を把握することが望まれる。そこで、

介護保険の保険者別に（広域連合等加入市町村

を除く）、先行研究班２）で作成した９年間の推

移の見える化資料に最新年のデータを加えて、

2014～2023 年まで 10 年間の年齢階級別及び年

齢調整要介護認定率の対全国比（標準化比）を

算定し、国・県と比較可能な形で示した。 

●使用したデータ（最新版の場合） 

①2014～2023 年介護保険事業状況報告 月報 

(12月末) 保険者別 第１号被保険者数、要介

護（要支援）認定者数 

② 2015～2024年 1月 1 日 住民基本台帳年齢階

級別人口（市区町村別）（総計） 

●計算方法 

 2015 年の全国および各年の全国を基準とし

た場合の２種類について、2014～2023年の毎年

の市区町村別（介護保険広域連合加入市区町村

を除く）、性・年齢階層（総数、第１号被保険

者、第２号被保険者、65～74 歳(再掲)、75 歳

以上(再掲)、85 歳以上(再掲)）別に、SMRと同

じ計算原理で標準化比を算出した。経年推移の

分析では、対数変換した標準化比を用いて直線

回帰し、Prais-Winsten 法で系列相関を調整し
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てトレンド検定を行った。 

 

自治体格差把握のための市区町村地図 

 上記の平均寿命、平均自立期間、自立してい

ない期間の平均、要介護認定率について、10年

間のデータをプールして値を算定し、都道府県

別に市区町村地図として表した。なお、死因別

死亡については、人口動態特殊報告「人口動態

保健所・市区町村別統計」の死因別 EBSMRの値

を用いて、先行研究班２）で市区町村地図として

示したものが活用可能である。 

 

リスク因子・生活習慣等 

 リスク因子・生活習慣等に関しては、全ての

市区町村で利用可能な特定健診データを用い

ることとし、過去の厚生労働科学研究等で開発

した見える化ツールを 10）、より容易に扱えるよ

うに、操作性を改良した。また。他の厚生労働

科学研究で NDBオープンデータを用いて作成し

た「二次医療圏別標準化該当比グラフ」および

「二次医療圏別標準化該当比の経年推移

2018-2022」11）も活用する。 

 

読み解き手順書 

 先行研究班２）で作成した、健康寿命、死因別

死亡、リスク因子等の自治体格差について検討

するための具体的な読み解き手順書「自治体に

おける健康寿命等の格差分析を進めるための

データ読み解きのポイント」を、以上の最新デ

ータ用いて改訂した。 

 

Ｃ．結 果 

 全ての資料は国立保健医療科学院の WEBサイ

トで公表した９）。 

 

平均自立期間・平均寿命等の 10年間の推移 

 47 都道府県及び 1540 市区町村について、平

均自立期間、平均寿命、自立していない期間の

平均の経年推移を示した。【資料１】にその解

説資料と例示を示す。 

 なお、本研究で算定した全国及び都道府県の

平均自立期間等は、これまでに公表されている

値 12）や KDB で得られる値８）と少し異なるので

それらと厳密な比較はできない。理由として、

本研究では市区町村別分析を主目的としたた

め、用いた人口が異なること（住民基本台帳人

口を使用）、時期が異なること（12月末日時点）

などが挙げられる。 

 

死因別死亡（SMR）の 10年間の推移 

 47都道府県及び1889市区町村(政令市の行政

区を含む)について、最新データで改訂した死

因別死亡（標準化死亡比：SMR）の経年推移を

示した。【資料２】にその解説資料と例示を示

す。 

要介護認定率の 10年間の推移 

 47 都道府県及び 1540 市区町村について、最

新データで改訂した要介護２以上認定率（標準

化比）の経年推移を示した。【資料３】にその

解説資料と例示を示す。 

 

自治体格差把握のための市区町村地図 

 【資料４-１～４-２】に最新データで改訂し

た市区町村地図の一部を示す。 

 

リスク因子・生活習慣等 

 最新の KDB システムの「厚生労働省様式（様

式 5-2）健診有所見者状況」「質問票調査の状況」

から出力される CSV ファイルを用いて、各検査

検査値について有所見者の人数・割合・標準化

該当比（SMR と同じ計算原理で年齢調整した指

標）を算出可能なツールの操作性を改良した。 

なお、国保以外のデータに関しては、過去の厚

生労働科学研究で 10）、複数の保険者の特定健診

データを併合して、市区町村別に標準化該当比

を算出し、地図化するツールを開発しており、

全国健康保険協会から必要なデータとともに

毎年提供されているので、併せて利用すること

も可能である。 
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読み解き手順書 

 【資料５】に、「自治体における健康寿命等

の格差分析を進めるためのデータ読み解きの

ポイント」の改訂版の一部分を示した。結果系

から原因系に向けて、都道府県内市区町村格差

と市区町村別経年推移について、順に読み解い

ていく構成である。 

 

Ｄ．考 察 

 既存データを用いて健康寿命の自治体格差

に関連する要因を分析するための方法の一つ

として、生態学的研究が考えられる。生態学的

研究には、同時点において多数の地域間で疾病

と要因との相関関係を調べる地域相関研究と、

ある地域において疾病の経年的変化と要因の

経年的変化との関係を調べる方法、多数の地域

間で疾病の経年的変化と要因の経年的変化と

の関係を調べる方法（混合法）などがある。い

ずれも因果推論には大きな制限があるが、混合

法は経年的変化と地域差という２種類の比較

を同時に行っていることから、同時点での地域

相関研究よりも結果の解釈は強化されると考

えられる 14）。混合法は多数の地域での健康指標

の経年的変化の違いを、関連が疑われる要因の

経年的変化の違いによって説明するためにし

ばしば用いられる。地域間の健康格差の縮小を

目指すためには、各地域での健康指標の経年的

変化の違いに着目した分析を推進することは

重要であるが、市区町村単位でそのような経年

的変化を容易に把握できる既存データは限ら

れている。各自治体でデータの収集・分析に莫

大な時間や予算を費やしてしまい、健康格差の

是正に向けた具体的な取り組みが進められな

いようでは望ましくない。本分担研究では、先

行研究班２）で作成した、各市区町村の健康寿命

（平均自立期間）・平均寿命・不健康期間（自

立していない期間の平均）と、平均寿命に直接

影響する死因別死亡(SMR)、自立していない期

間に直接影響する要介護認定率(標準化比) を

同時点及び経年的変化を地域間で比較できる

資料を、最新年のデータで更新した。また、過

去の厚生労働科学研究で開発し、リスク因子・

生活習慣等、その他の健康指標の同時点及び経

年的変化を地域間で比較できるツール類も、よ

り容易に利用できるように本分担研究で操作

性を改良した。さらに、健康課題を抽出して具

体的な取組につなげるために、データを読み解

く手順を整理した具体的な手順書も最新デー

タを用いて改訂した。 

 これらの活用により、健康寿命（平均自立期

間）の一時点及び経年的な変化の地域差の要因

分析を進め、健康格差縮小策に繋げられるよう、

今後、分析手順書に格差縮小策に繋げるためデ

ータ活用の視点を加えていく予定である。 

 

Ｅ．結 論 

 健康寿命の自治体格差に関連する要因を分

析するために、健康寿命（平均自立期間）・平

均寿命、死因別 SMR、要介護認定率の標準化比、

リスク因子・生活習慣等、その他の健康指標の

同時点及び経年的変化を地域間で比較できる

資料・ツール類を最新版に更新し、データを読

み解く手順を整理した具体的な手順書も改訂

した。これらの活用により、健康寿命（平均自

立期間）の一時点及び経年的な変化の地域差の

要因分析を進め、健康格差縮小策に繋げられる

よう、分析手順書に格差縮小策に繋げるためデ

ータ活用の視点を加えていく予定である。 
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１．論文発表 

  なし 
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【資料１】平均自立期間・平均寿命の 10 年間の推移（解説資料） 
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【資料１】平均自立期間・平均寿命の 10 年間の推移（一部例示） 
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【資料２】死因別死亡（SMR）の 10 年間の推移（解説資料） 
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【資料２】死因別死亡（SMR）の 10 年間の推移（一部例示） 

 

 
 

!"#$%&'()*+#"",

--../0123 456 *78,

9%&'()*+#"",

!

"!

#!

$!

%!

&!!

&"!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$%
&
'
(
)
*
+
,
-
.

*%,

:&;<=
456 123 &'

>?@ABCDEFGHIJK-I% LMNOMPQRIHST-U
%VW;XYE./GHZ[K%

!

"!

#!

$!

%!

&!!

&"!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$/
)
*
+
,
-
.

*%,

:&;<=
456

>?@ABCDEF-H-JK-I% LMNOMPQRIH\SSU

!

"!

#!

$!

%!

&!!

&"!

&#!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$%
&
'
(
)
*
+
,
-
.

*%,

:]8^_`=
456 123 &'

>?@ABCDEa-IH-JK-I% LMNOMPQRIHGZGU
%VW;XYE/THS[K%

!

"!

#!

$!

%!

&!!

&"!

&#!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$/
)
*
+
,
-
.

*%,

:]8^_`=
456

>?@ABCDEFbHGJK-I% LMNOMPQRIHZGZU

!

"!

#!

$!

%!

&!!

&"!

&#!

&$!

&%!

"!!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$%
&
'
(
)
*
+
,
-
.

*%,

:cA]8^_`=
456 123 &'

>?@ABCDEaZ-H/JK-I% LMNOMPQRIHI.bU
%VW;XYE--HG[K%

!

"!

#!

$!

%!

&!!

&"!

&#!

&$!

&%!

"!!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$/
)
*
+
,
-
.

*%,

:cA]8^_`=
456

>?@ABCDEa.ZHZJK-I% LMNOMPQRIHGbGU

!

'!

&!!

&'!

"!!

"'!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$%
&
'
(
)
*
+
,
-
.

*%,

:deA]8^_`=
456 123 &'

>?@ABCDEF-HZJK-I% LMNOMPQRIH/S.U
%VW;XYE-.H.[K%

!

'!

&!!

&'!

"!!

"'!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$/
)
*
+
,
-
.

*%,

:deA]8^_`=
456

>?@ABCDEF--H/JK-I% LMNOMPQRIHb.GU

!

'!

&!!

&'!

"!!

"'!

*!!

*'!

#!!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$%
&
'
(
)
*
+
,
-
.

*%,

:fghfijkA]8^_`=
456 123 &'

>?@ABCDEaS.H/JK-I% LMNOMPQRIHI-bU
%VW;XYEbHG[K%

!

'!

&!!

&'!

"!!

"'!

*!!

*'!

#!!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$/
)
*
+
,
-
.

*%,

:fghfijkA]8^_`=
456

>?@ABCDEaT-HIJK-I% LMNOMPQRIH.IIU

!

"!

#!

$!

%!

&!!

&"!

&#!

&$!

&%!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$%
&
'
(
)
*
+
,
-
.

*%,

:lkmlknmoA]8^_`=
456 123 &'

>?@ABCDEaTH-JK-I% LMNOMPQRIH\SIU
%VW;XYE.-HT[K%

!

"!

#!

$!

%!

&!!

&"!

&#!

&$!

&%!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$/
)
*
+
,
-
.

*%,

:lkmlknmoA]8^_`=
456

>?@ABCDEF-SHTJK-I% LMNOMPQRIHZ.SU

!"#$%&'()*+#"",

--../0123 456 *78,

9%&'()*+#"",

!"#$%&'()*+#"",

--../0123 456 *78,

9%&'()*+#"",

!

"!

#!

$!

%!

&!!

&"!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$%
&
'
(
)
*
+
,
-
.

*%,

:&;<=
456 123 &'

>?@ABCDEF-GHIJ-K% LMNOMPQRKGSTHU
%VW;XYE.TZG-[J%

!

"!

#!

$!

%!

&!!

&"!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$/
)
*
+
,
-
.

*%,

:&;<=
456

>?@ABCDE\HGTIJ-K% LMNOMPQRKG]HKU

!

"!

#!

$!

%!

&!!

&"!

&#!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$%
&
'
(
)
*
+
,
-
.

*%,

:^8_`a=
456 123 &'

>?@ABCDE\.SGKIJ-K% LMNOMPQRKGK.]U
%VW;XYEHZG.[J%

!

"!

#!

$!

%!

&!!

&"!

&#!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$/
)
*
+
,
-
.

*%,

:^8_`a=
456

>?@ABCDE\.TGKIJ-K% LMNOMPQRKGKZTU

!

'!

&!!

&'!

"!!

"'!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$%
&
'
(
)
*
+
,
-
.

*%,

:bA^8_`a=
456 123 &'

>?@ABCDEF.ZGKIJ-K% LMNOMPQRKGccTU
%VW;XYE]G-[J%

!

'!

&!!

&'!

"!!

"'!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$/
)
*
+
,
-
.

*%,

:bA^8_`a=
456

>?@ABCDEFSHG/IJ-K% LMNOMPQRKG.cKU

!

"!

#!

$!

%!

&!!

&"!

&#!

&$!

&%!

"!!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$%
&
'
(
)
*
+
,
-
.

*%,

:deA^8_`a=
456 123 &'

>?@ABCDEF.G/IJ-K% LMNOMPQRKG/]]U
%VW;XYEZGT[J%

!

"!

#!

$!

%!

&!!

&"!

&#!

&$!

&%!

"!!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$/
)
*
+
,
-
.

*%,

:deA^8_`a=
456

>?@ABCDEFcGcIJ-K% LMNOMPQRKGSZHU

!

'!

&!!

&'!

"!!

"'!

*!!

*'!

#!!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$%
&
'
(
)
*
+
,
-
.

*%,

:fghfijkA^8_`a=
456 123 &'

>?@ABCDE\SKG/IJ-K% LMNOMPQRKGK-]U
%VW;XYE.G/[J%

!

'!

&!!

&'!

"!!

"'!

*!!

*'!

#!!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$/
)
*
+
,
-
.

*%,

:fghfijkA^8_`a=
456

>?@ABCDE\cZG]IJ-K% LMNOMPQRKGK/cU

!

'!

&!!

&'!

"!!

"'!

*!!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$%
&
'
(
)
*
+
,
-
.

*%,

:lkmlknmoA^8_`a=
456 123 &'

>?@ABCDE\HZG.IJ-K% LMNOMPQRKGK.SU
%VW;XYESGT[J%

!

'!

&!!

&'!

"!!

"'!

*!!

"!&' "!&$ "!&( "!&% "!&) "!"! "!"& "!"" "!"* "!"#

!
"
#
$/
)
*
+
,
-
.

*%,

:lkmlknmoA^8_`a=
456

>?@ABCDE\H]G/IJ-K% LMNOMPQRKGKT/U

!"#$%&'()*+#"",

--../0123 456 *78,

9%&'()*+#"",



 

 - 150 - 

【資料３】要介護２以上認定率の 10 年間の推移（解説資料） 
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【資料３】要介護２以上認定率の 10 年間の推移（一部例示） 
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【資料４-１】自治体格差把握のための市区町村地図（平均自立期間等）（一部例示） 

（平均自立期間、平均寿命、自立していない期間の平均）（2014～2023 年の平均） 
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【資料４-２】自治体格差把握のための市区町村地図（要介護２以上認定率）（一部例示） 

（2014～2023 年の平均）（総数、第１号被保険者、第２号被保険者、65～74 歳(再掲)、75 歳以上(再掲)、85 歳以上(再掲)） 
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【資料５】自治体格差分析のための手順書（一部） 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

骨粗鬆症対策の推進及び進捗評価に関する研究 

－一般住民における簡便で効率的な骨粗鬆症スクリーニング検査項目の検証－ 

 

 研究分担者 吉村 典子 東京大学医学部附属病院 22 世紀医療センター 

             ロコモ予防学講座・特任教授 

 

研究要旨 

  地域住民コホート Research on Osteoarthritis/Osteoporosis Against Disability（ROAD）スタ

ディは、和歌山県の山村において 2005 年、漁村において 2006 年に開始され、ベースライン調査お

よび複数回の追跡調査において、Dual Energy X-ray Absorptiometry（DXA）による骨密度測定や

生活習慣調査を実施し、骨粗鬆症（osteoporosis, OP）の早期発見および関連要因の解明を目的と

している。さらに、Fracture Risk Assessment Tool（FRAX）および Osteoporosis Self-Assessment 

Tool for Asians（OSTA）を用いた評価が可能なデータ収集を継続している。 

  本研究では、健康日本 21（第三次）における骨粗鬆症検診受診率向上に向けて提案された新たな

検診項目（FRAX および OSTA の組み合わせ）を、地域住民コホートにおいて実地適用し、その実施

可能性を検証することを目的とした。 

  2025 年度は、ROAD スタディ参加者の 20 年目にあたる追跡調査として、山村地域において住民検

診を実施し、638 人（男性 218 人、女性 420 人、平均年齢 68.3 歳）の参加を得た。検診は円滑に実

施され、提案された検診項目は地域住民を対象とした検診において適用可能であることが示唆され

た。 

  今後は、本データを用いて感度および特異度の評価を行い、効果的な検診体制の構築に向けた検

証を進めることで、骨粗鬆症検診受診率の向上および健康日本 21（第三次）の目標達成に資するこ

とが期待される。 

 
研究協力者 

飯高世子 東京大学医学部附属病院 22 世紀医療 

 センターロコモ予防学講座 

 

Ａ．研究目的 

  健康日本 21（第三次）においては、運動器疾

患に関する項目のうち、今回始めて取り上げら

れた項目として、骨粗鬆症(osteoporosis, OP)

の検診率の向上がある。健康日本 21（第三次）

における OP 受診率の現状値は 4.5%（令和２年

度）であるが、令和 14 年度の目標値を 15%にお

いている。 

 わが国における OP 検診は、高齢化社会に伴

い、早期発見と予防の重要性が高まる中で段階

的に整備されてきた。しかしながら、検診実施

率は全国平均で 5.0%前後と極めて低く、地域差

も大きいと報告されている(骨粗鬆症財団ニュ

ースリリース 2018.12.3, The Journal of 

Japan Osteoporosis Society 4, 513, 2018)。

さらに OP 検診の手法や対象者の年齢、実施間

隔も統一されておらず、それらの効果も明らか

ではない。 

 OP 検診受診率の向上は自治体における OP 患

者を早期発見し治療行動につなげ、骨粗鬆症に

よる骨折患者の減少、ひいては健康寿命の延伸

につながると考えられる。さらに骨粗鬆症の予
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防は骨折のみならず、高齢者の衰弱の原因とな

るサルコペニア・フレイルの発生リスクを下げ

るとの報告もあり 1)2)、要介護予防の観点からOP

検診の意義は大きい。 

 本研究班において、我々は、健康日本 21（第

三次）における OP 検診を担当し、目標を達成す

るための推進及び進捗評価を行うことを目的

としている。そのために、我々は厚労省厚生労

働科学研究費補助金(循環器疾患・糖尿病等生

活習慣病総合研究事業)骨粗鬆症検診実施率・

受診率向上に資する検診実施体制の見直しの

ための研究（24FA1003,研究代表者：田中栄）と

緊密は提携をとり、本研究班から提案された OP

検診項目を地域住民コホート ROAD スタディに

適用し、検診実施可能性を検証することを目的

とした。 

 

Ｂ．研究方法 

  我々が 2005 年に設立し、管理している大規

模住民コホート ROAD スタディにおいて、2005-

7年に実施したベースライン調査におけるOP検

診参加者 1690 人（男性 596 人、女性 1094 人）

を対象とし、ベースライン調査時に質問紙にて

回答を得た。 

 参加者には、生活習慣調査、栄養調査、Ｘ線

調査（脊椎、股関節、膝）、血液検査、尿検査に

加えて、FRAX の項目（年齢、性別、体重、身長、

骨折歴、両親の大腿骨近位部骨折歴、現在の喫

煙の有無、糖質コルチコイド使用の有無、関節

リウマチの有無。続発性骨粗鬆症の有無、アル

コール１日３単位以上の摂取の有無、Body mass 

index (BMI)（身長と体重から計算）、OSTA index

（体重、年齢）が計算可能となっている。さら

に、Dual Energy X-ray Absorptiometry (DXA, 

Hologic Discovery)を用いて、腰椎 L2-4、大腿

骨頸部の骨密度を測定している。 

  今年度は、田中班において提案された OP 検

診項目（FRAX、OSTA の組み合わせ）の実地での

適用可能性を検証するため、今回はベースライ

ン調査からみて 20 年目の追跡調査を山村住民

に対して実施し、ベースライン調査と同様の調

査を実施した。 

(倫理面への配慮) 

  ROAD スタディの追跡研究については、東京大

学及び和歌山県立医科大学倫理委員会にて承

認されている（東京大学承認番号 1264、和歌山

医科大学承認番号 373）。 

 本研究は、各種法律・政令・各省通達特に、

疫学研究に関する倫理指針（平成 19 年文部科

学省・厚生労働省告示第１号）、臨床研究に関す

る倫理指針（平成 16 年厚生労働省告示第 459

号）、人を対象とする医学系研究に関する倫理

指針（平成 26 年 12 月 22 日文部科学省、厚生

労働省、平成 29年 2月 28 日一部改正）及び東

京大学、和歌山県立医科大学及び東京大学が定

めた倫理規定を遵守して行う。 

 

Ｃ．研究結果 

 年度初めから検診準備を開始し、地域説明会

を複数回実施するとともに、行政（日高川町役

場住民福祉課）にも本検診の意義について説明

し、検診実施の協力体制を構築した。10月から

12月までの検診期間において、638 人（男性 218

人、女性 420 人、平均年齢 68.3 歳）の参加を得

た。 

 検診結果を解析し、DXA による骨密度＜Peak 

Bone Mass の 70%を OP として、本人に通知し、

検診説明会を複数回開催して、検診参加者の気

づきと注意喚起を行った。本調査により、地域

住民を対象とした骨粗鬆症検診の実施体制を

構築し、提案された検診項目の実地における適

用可能性が示唆された。 

 

Ｄ．考 察 

  本年度は提案された新しい検診項目を OP 検

診に適用したときの sensitivity, speci-

ficity, feasibility を確認するための基礎デ

ータとして、地域住民を対象とした検診を実施

し、638 人の参加を得た。検診は円滑に実施さ

れ、特段の問題は認められなかった。 
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 本結果は、提案された検診項目が地域住民を

対象とした検診において実装可能であること

を示唆するものである。 

 今後は、本データセットにおいて、腰椎 L2-4

及び大腿骨頸部の骨密度のいずれかが日本骨

代謝学会の基準による骨量減少以上（若年最大

骨密度の 80%未満）に該当する場合を OP スクリ

ーニング要精査者と定義し、感度、特異度、実

施可能性を評価することで、健康日本 21（第三

次）の目標達成に向けた検証を行う。 

  

Ｅ．結 論 

 本研究では、健康日本 21（第三次）における

骨粗鬆症検診受診率向上に向けて提案された

新たな検診項目について、地域住民を対象とし

た実地環境において適用し、その実施可能性を

検証した。その結果、検診は円滑に実施され、

提案された検診項目は地域住民を対象とした

検診において適用可能であることが示唆され

た。今後は、本データを用いて感度、特異度、

実施可能性の評価を行い、効果的な検診体制の

構築に向けた検証を進めることで、骨粗鬆症検

診受診率の向上および健康日本 21（第三次）の

目標達成に資することが期待される。 
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第 27回日本運動疫学会学術総会，摂津，2025年 7月． 
 

8. 天笠志保，井上 茂，菊池宏幸，村山洋史，藤原武男，菖蒲川由郷. 
高齢者におけるスポーツ参加と社会的ネットワークとの関連：NEIGE study.  
第 79回日本体力医学会，滋賀県草津，2025年 9月． 
 

9. 井上 茂.  
歩数アップ，運動習慣確立のポイント【シンポジウム７：健康づくりのための身体活動・運動

ガイド 2023 を踏まえた身体活動・運動分野の推進】.  
第 84回日本公衆衛生学会総会, 静岡，2025年 10月. 
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10. 天笠志保，井上 茂. 
成人におけるスポーツ参加と社会的アウトカムに関する文献レビュー.  
第 84回日本公衆衛生学会総会，静岡，2025年 10月． 
 

11. 福西厚子，町田征己，中谷友樹，谷本 涼，樋野公宏，福島教照，菊池宏幸，天笠志保， 
井上 茂． 
全国郵便番号界ウォーカビリティ指標と歩行時間の関連および人口分布に関する分析． 
第 84回日本公衆衛生学会総会，静岡，2025年 10月． 
 

12. 岡村智教． 
健康日本 21（第３次）の推進に向けて－循環器分野のロジックモデル作成と介入のはしご－． 
宮崎県健康増進計画評価支援事業に係る評価支援研修会, 2025年 9月 25 日（オンライン）． 
 

13. 岡田結生子, 井上 茂, 奥田奈賀子, 門田文, 三浦克之, 岡村智教． 
健康日本 21推進機関の連携指標開発に向けた健康日本 21（第三次）目標項目への取組状況の

調査． 
第 84回日本公衆衛生学会総会，静岡，2025年 10月． 
 

14. 岡田結生子, 井上 茂, 奥田奈賀子, 門田 文, 三浦克之, 岡村智教． 
健康日本 21推進機関に加入する民間団体の取組および連携体制の現状把握． 
第 96回日本衛生学会総会，宇都宮，2026年 3月． 
 

15. 栗山健一.  
健康日本 21（第三次）で掲げる休養課題における労働者の位置づけ～健康づくりのための 
睡眠ガイド 2023 を用いた睡眠障害の一次・二次予防～． 
第 98回日本産業衛生学会スポンサードシンポジウム，仙台，2025年 5月 
 

16. 栗山健一. 
心身の健康増進を目指した不眠症の予防・治療のあり方. 
日本睡眠学会第 49回定期学術集会（ランチョンセミナー），広島，2025年 6月． 
 

17. 内海智博，吉池卓也，栗山健一． 
睡眠の質の評価法． 
日本睡眠学会第 49回定期学術集会，広島，2025年 6月． 
 

18. 吉池卓也，栗山健一． 
睡眠休養感と心身の健康－最近の知見と公衆衛生向上のための戦略－． 
日本睡眠学会第 49回定期学術集会，広島，2025年 6月． 
 

19. 吉池卓也，栗山健一． 
睡眠の質とは何か－睡眠の質の重要性とその評価法－． 
日本睡眠学会第 49回定期学術集会，広島，2025年 6月． 
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20. 河村 葵，栗山健一. 
更年期の睡眠問題とメンタルヘルス． 
日本睡眠学会第 49回定期学術集会，広島，2025年 6月． 
 

21. 髙橋恵理矢，吉池卓也，内海智博，河村 葵，長尾賢太朗，羽澄 恵，岡邨しのぶ，不破真衣，

松島 舜，南學正仁，木村綾乃，北村真吾，松井健太郎，栗山健一． 
睡眠休養感の欠如は慢性疾患の死亡リスクを増加させる． 
日本睡眠学会第 49回定期学術集会，広島，2025年 6月． 
 

22. 伏見もも，河村 葵，内海智博，吉池卓也，松井健太郎，長尾賢太朗，木村綾乃，有竹清夏， 
栗山健一． 
日本人における不溶性食物繊維摂取量と睡眠休養感の関連に及ぼす習慣飲酒，睡眠時間の影

響． 
日本睡眠学会第 49回定期学術集会，広島，2025年 6月． 
 

23. 内海智博，吉池卓也，大庭真梨，成田 瑞，河村 葵，岡邨しのぶ，栗山健一． 
睡眠評価への活用を目的としたウェアラブルデバイスの精度・有用性検証の事業化． 
日本睡眠学会第 49回定期学術集会，広島，2025年 6月． 
 

24. 髙橋恵理矢，吉池卓也，内海智博，河村 葵，長尾賢太朗，羽澄 恵，岡邨しのぶ，不破真衣，

松島 舜，南學正仁，木村綾乃，北村真吾，松井健太郎，栗山健一． 
睡眠休養感の欠如は慢性疾患の死亡リスクを増加させる． 
日本睡眠学会第 49回定期学術集会，広島，2025年 6月． 
 

25. 内海智博，吉池卓也，栗山健一． 
精神科診療における Sleep Tech の応用． 
第 121回日本精神神経学会学術総会，神戸，2025年 6月． 
 

26. 金子宜之，吉池卓也，斎藤かおり，大槻 怜，木附 隼，栗山健一，鈴木正泰． 
新たな「睡眠の質」指標を精神疾患診療にどのように活かすか． 
第 121回日本精神神経学会学術総会，神戸，2025年 6月． 
 

27. 栗山健一. 
健康づくりのための睡眠ガイド 2023 の活用と課題． 
第 72回日本栄養改善学会学術総会，東京，2025年 9月． 
 

28. 松永晶太，田中勝利，栗山健一． 
睡眠休養感と医療費の関連． 
第 84回日本公衆衛生学会総会，静岡，2025年 10月． 
 

29. 内海智博，吉池卓也，長尾賢太朗，栗山健一． 
不眠症状を有する地域高齢男性における睡眠時間の主観－客観乖離と総死亡リスクとの関連． 
第 84回日本公衆衛生学会総会，静岡，2025年 10月． 
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30. 栗山健一. 
国民の睡眠健康管理指針における交替制勤務従事者の睡眠管理上の課題． 
第 63回日本医療・病院管理学会学術総会，東京，2025年 10月． 
 

31. 栗山健一.  
国民の健康指針に準じた不眠症の予防・治療戦略. 
第 38回総合病院精神医学会（ランチョンセミナー），宇都宮，2025年 11月． 
 

32. 栗山健一.  
国民の睡眠健康向上指針に準じた高齢不眠の予防と治療． 
第 44回日本認知症学会学術集会（ランチョンセミナー），新潟，2025年 11月． 
 

33. 吉村典子，飯高世子，田中 栄. 
疫学研究からみたメタボとロコモの相互関係－The ROAD study－. 
第 98回日本整形外科学会学術総会，東京，2025年 5月. 
 

34. 飯高世子，村木重之，堀井千彬，種子島岳，岡 敬之，中村耕三，阿久根徹，田中 栄， 
吉村典子. 
大腿四頭筋筋力は部位を問わず骨・関節・筋の運動器疾患と関連する－The ROAD study－. 
第 98回日本整形外科学会学術総会，東京，2025年 5月. 
 

35. 吉村典子. 
運動器疾患の疫学アップデート 地域住民コホート研究 ROAD より. 
第 62回日本リハビリテーション医学会学術集会，京都，2025年 6月. 
 

36. 飯高世子，中村耕三，阿久根徹，田中 栄，吉村典子. 
大腿四頭筋筋力と多部位における運動器疾患との関連性について The ROADstudy. 
第 62回リハビリテーション医学会，京都，2025年 6月. 
 

37. 吉村典子，飯高世子，田中 栄. 
地域住民コホートからみた運動器老化とその要因：ROADスタディより. 
第 43回日本骨代謝学会学術集会，熊本，2026年 7月. 
 

38. 吉村典子，中嶋香児，堀井千彬，飯高世子，大島 寧，田中 栄. 
脊椎椎体骨折と脳容積の関連：地域住民コホート ROAD スタディからみたオステオネットワ

ーク. 
第 43回日本骨代謝学会学術集会，熊本，2026年 7月. 
 

39. 飯高世子，村木重行，中村耕三，阿久根徹，田中 栄，吉村典子.  
運動器疾患と大腿四頭筋筋力の関連性－The ROAD Study－. 
第 36回日本運動器科学会，松江，2025年 7月. 
 

40. 飯高世子，種子島岳，堀井千彬，村木重之，岡 敬之，中村耕三，阿久根徹，田中 栄， 
吉村典子. 
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大腿四頭筋筋力と骨・関節・筋疾患の広範な関連性 The ROAD study. 
第 27回日本骨粗鬆症学会，幕張，2025年 9月. 
 

41. 吉村典子. 
フレイルとロコモの実態と予後：地域住民コホート ROADスタディより. 
第 84回日本公衆衛生学会総会，静岡，2025年 10月. 

 

３．報道・その他 

1. 栗山健一． 
 快適睡眠のための生活習慣. 
 すこやかファミリー 4月号（第 850号） pp.6-11. 
 

2. 栗山健一. 
 睡眠改善で健康づくり５．知らずに潜む睡眠の質を低下させる疾患. 
 地方公務員安全と健康フォーラム vol.130 pp.28-29, 2025年 4月号. 
 

3. 栗山健一. 
 睡眠力をアップしてイキイキ生活～「健康づくりのための睡眠ガイド 2023」より～． 
 東京の国保 No.680. 2025年 5月春号. 
 

4. 栗山健一. 
 変わる睡眠シニアの新常識. 
 聖教新聞（12 面） 2025年 6月 25 日 日刊. 
 

5. 栗山健一. 
 睡眠の質の高め方． 
 あんしん Life 日経 BP 2025年 7月 1 日. 
 

6. 栗山健一. 
 睡眠改善で健康づくり６．社会が取り組むべき睡眠健康向上対策. 
 地方公務員安全と健康フォーラム vol.131 pp.28-29, 2025年 8月号. 
 

7. 栗山健一． 
 最新データで導く快適睡眠への道！ 
 smile life 2025年秋号 pp.22-23. 株式会社法研. 
 

8. 栗山健一. 
 知っておきたい睡眠の役割と良い睡眠のコツ. 
 協会けんぽリーフレット 2025年 10月. 
 

9. 栗山健一. 
 会社における睡眠対策 BOOK. 
 協会けんぽリーフレット 2025年 10月. 
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10. 栗山健一. 
 「健康づくりのための睡眠ガイド 2023」に準じた労働者の睡眠対策． 
 睡眠改善研修 令和 7 年度セルフケア向上のためのメンタルヘルス研修．2025 年 10 月 2 日

（川崎市役所本庁舎） 
 

11. 栗山健一. 
 働く人と職場のための『睡眠学』～エンゲージメントとパフォーマンスを高める睡眠習慣～ 
 2025年度「健康講演」．2025年 10月 6 日（マツダ株式会社本社） 
 

12. 栗山健一. 
 働く人のための新しい睡眠習慣． 
 2025年度衛生週間 特別講演会．2025年 10月 27 日（JFEスチール千葉 見学センター） 
 

13. 栗山健一. 
 より良い眠りのためにあなたも睡眠力アップ！ 
 令和 7年度「きよせ健幸大学」 2025年 10月 23 日（清瀬市しあわせ未来センター） 
 

14. 栗山健一． 
 最新データで導く快適睡眠への道！ 
 Smile Life 西武健康保険組合 2025 Autumn pp.22-23. 
 

15. 栗山健一. 
 不眠症の概要． 
 不眠症に対する認知行動療法研修 厚生労働省 2026年 1月 15 日（NCNP） 
 

16. 栗山健一. 
 心と体を整える睡眠． 
 令和７年度 上水南公民館事業企画委員会企画 健康づくり講座 2026年 2月 25 日（小平市上

水南公民館） 
 

17. 栗山健一. 
 「良質な睡眠をとるコツを伝授します！ ～睡眠衛生指導のポイントを中心に～」． 
 2026 年春のすいみんの日市民公開講座 日本睡眠学会主催・日本精神神経学会，日本神経学

会，日本呼吸器学会，日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会，日本循環器学会，エーザイ株式会社共

催・日本睡眠健康推進機構後援 2026年 3月 15 日（ベルサール神保町） 
 

18. 栗山健一.  
 睡眠力をアップしてイキイキ生活～「健康づくりのための睡眠ガイド 2023」より～  
 講演会報告 東京都在宅保健師の会 会報 2026年 3月 1 日 第 24号 
 

19. 栗山健一． 
 教えてなぜ？なに？睡眠先生！ 
 FM 西東京 2026年 3月 7 日～4月 25 日放送（全 8回） 
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20. 栗山健一. 
 “睡眠の悩み. 
 NHKきょうの健康 2026年 3月 30 日～4月 2 日放送（第 1・2・4回） 
 

21. 栗山健一.  
 睡眠の悩み.  
 NHKテキスト きょうの健康 2026年 4月号 pp11-19,24-27 
 




